







































































































































































（ 4）行政機関情報公開法 5条 3号の解釈にかかる最近の判決
　東京高判平成26年 7 月25日判例集未登載は、 1審原告らが、1951年に開始
されて1965年の日韓基本条約の締結に至るまで韓国との間で行われた日韓国
交正常化交渉（日韓会談）に関する外務省保管文書について、行政機関情報
公開法に基づく開示請求をしたが、外務大臣から同法 5条 3号、 4号等所定
の不開示情報が記録されていることを理由に一部不開示決定をうけたため、
不開示決定の取消しと開示の義務付けを求める事案である。当初、 1審原告
らが2006年 4 月に外務大臣に対し開示請求した文書は1916文書、合計 5万頁
余りであり、これに対する外務大臣の開示・不開示の決定は複数回行われ、














































































































































































































































































































































し（施行令11条 1 項 1 号）、当該指定について通知を受けた者（法 3条 2 項
2号または法 5条 2項もしくは 4項の規定による）や当該行政機関の長から
当該指定に係る特定秘密の提供を受けた者（法 6条 1項、 7条 1項、 8条 1
項、 9条、10条 1 項または18条 4 項後段の規定による）に対して、当該指定
を解除した旨及びその年月日を書面により通知し（法11条 1 項 2 号）、特定
秘密指定管理簿に当該指定を解除した旨及びその年月日を記載し、または記
録する（法11条 1 項 3 号）措置を講ずる。その際、特定秘密であった情報を
記録する文書または図面（施行令11条 2 項 1 号）、電磁的記録（同11条 2 項












































































































































対して、同年 8月20日及び平成25年 1 月21日にその一部を開示する決定を行っ
ているが、その中で、例えば開示実施文書の一部である「日韓関係想定問答
（未定稿）（37．2 ．26）理財局外債課」等（以下「開示実施文書」という。）に




























































































































































































4 4 4 4
法に確定した諸事情の下においては






　沖縄返還密約文書については、この最判の原審・東京地判平成22年 4 月 9
日判時2076号19頁の口頭弁論終結後に、外務大臣の委嘱により発足した有識
情報公開法・公文書管理法と特定秘密　101
者委員会が2010年 3 月 9 日付で「いわゆる『密約』問題に関する有識者委員
会報告書」を発表し、同東京地判では証拠とはならなかったものの控訴審・








































































































































































保護法」立法と調査（参議院事務局）2014年 1 月号 3頁。
（20）三宅・前掲 2書167、294、326頁。
（21）三宅弘『情報公開法の手引き─逐条分析と立法過程』（1999年、花伝社）
210頁。北沢義博 =三宅弘『情報公開法解説第 2版』（三省堂、2003年）59頁。
なお、右崎外・前掲 1・基本コメ36頁（右崎正博）、宇賀克也『新・情報公開
法の逐条解説〔第 6版〕』（有斐閣、2014年）65頁も、同様の見解に依拠してい
ると解せられる。
